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非営利組織体におけるデザイン経営と顧客戦略の考察 
－CRM思考の導入とラグジュアリーブランドから学ぶ「ブランドイメージ
の伝え方」－ 

慶應義塾大学大学院　安達　満 

【要旨】 

日本国内における１８歳人口が減少する中、非営利組織体である私立大学・短期大学は
生き残りをかけた競争時代に突入する。１９９２年（令和４年）をピークに緩やかに減少
し、２０１０年代には１２０万人前後で推移してきている。 
　近年、消費財メーカーだけではなく、ラグジュアリーブランド業界では顧客情報を統合
的にマネジメントする顧客関係管理（ＣＲＭ）を導入し、ブランドイメージを示しつつ
も、顧客に合わせたカスタマイズされたサービスを提供させマーケティング活動を行って
いる。 
　非営利組織体である私立大学ではコロナ禍以前から顧客関係管理（ＣＲＭ）システムは
存在するが、活用事例は限定的（高校からのオープンキャンパス（＝以下ＯＣ）の参加の
増減を見ることに集中）であり、活用範囲は登録された顧客データから大学案内を発送す
るツールとして活用されることが主たる使用方法であった。 
　対象となる顧客は生まれながらにデジタルネイティブと言われる「Ｚ世代」であり、接
触ポイント、さらにコミュニケーションを行うには顧客関係管理（ＣＲＭ）システムを駆
使して対応する必要がある。非営利組織体の活動の中で、マーケティング的思考を導入し
た学生募集活動を実施するだけではなく、消費財メーカーを中心とした企業が導入してい
る顧客関係管理（ＣＲＭ）ツールを駆使して分析し、ラグジュアリーブランドが行ってい
る「ブランドイメージの伝え方」を顧客である学生に実施し、魅了させている私立大学、
短期大学が存在している。 
　このような非営利組織体を分析し、今後の顧客理解、獲得の場であるＯＣの在り方、非
営利組織体における顧客体験と顧客価値の実現に向けた実践について明らかにしたい。 

非営利組織体、私立大学、マーケティング的思考、顧客関係管理　　　
（ＣＲＭ）、デジタルマーケティング、ＳＮＳ、リレーションシップ 
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【Abstract】 

In recent years, not only consumer goods manufacturers but also the luxury brand 
industry has introduced customer relationship management (CRM) to manage 
customer information in an integrated manner and conduct marketing activities by 
having them provide personalized and customized services while presenting a 
corporate image. 
  A private university that implements student recruitment activities by introducing 
marketing thinking in the activities of a non-profit organization, analyzing them using 
customer relationship management (CRM) tools, and then implementing and 
attracting students as customers by "Communicating the Brand Image" as the luxury 
brand Louis Vuitton does, There are private universities and junior colleges that are 
attracting students by using CRM tools to analyze and communicate the brand image. 

 Non-profit Organizations, Private Universities, Marketing Thinking, 
Customer Relationship Management (CRM), Digital Marketing, SNS,   
 Relationship Marketing. 

1.�はじめに  

今日、私たちの社会を取り巻く環境は過去20年において世界レベルで大きく変貌してい
る。ミレニアムの幕開けとなった2000年にはインターネット/IT革命を起点に産業構造が劇
的に変化した。そして、2020年以降には世界的な新型コロナウィルス（COVID-19）感染
症によって行動制限が敷かれることになる。さらに、追い打ちをかけるように台風や地震
などの自然災害、ＡＩ技術の急激な進化により世の中の変化が予測しにくくなっている。 
  このように複雑化し、将来の予測が困難な状況を示す状況をＶＵＣＡ（ブーカ）という言
葉で表わされている。ＶＵＣＡとは、（Volatility:変動性、Uncertainly:不確実性、
Complexity:複雑性、Ambiguity:曖昧性）の頭文字をとったもので、1990年代後半にアメ
リカ合衆国で軍事用語として生まれた言葉である。世の中が複雑化され、更に迅速に物事
が遷移される中、さまざまな産業において経営が極めて予測困難な状況に直面している事
が共通認識である。 
 我々を取り巻く環境はこれまでの延長線上とは異なる、非連続的なビジネスモデル、製
品・サービスを創造しなければならない時代であり、従来の思考では、とても対応する事
ができない。 
 このような環境の中、自治体を始め学校、大学、病院、医療機関などの非営利組織は社会
貢献活動において、デザイン思考、デザイン・ドリブン・イノベーションのような思考、態
度が避けられなくなり、新たなサービスを求められるようになった。さらに、対象となる
「顧客」をマス（集団、集まり、多数、多量）と捉えるのではなく、デジタル技術を駆使
した「One to Oneコミュニケーション」まで求められている。 
 今日の非営利組織体は利用者や顧客を魅了させるだけではなく、需要を安定させ、さらに
は提供されるサービスの「質」を改善し、運用資金を集めるなど、今まで以上にマーケティ
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ング課題を実践しなければならなくなってきた。 
 P.コトラーは大学経営において、マーケティング活動を行っていることを認識している
［69］。しかしながら、本来のマーケティング的な市場の分析、調査、計画する訓練を職
員が受けていないために、本来の活動が実現できていないことを指摘している。また、学
生募集において、「入学しそうな学生を求めて歩き回ることは得意であるが、学生募集を
効率的にするマーケティング調査やマーケティング戦略には長じていない」とも述べてい
る。 
 ＶＵＣＡに代表される環境下で「デザイン経営」がこれまで以上に求められるようになっ
てきた。デザイン経営とは、デザインの力（デザイナーがデザインを行う際に用いる考え
方や手法を活用して、社会のさまざまな課題に対する解決策を導き出す思考方法）でブラ
ンドの構築やイノベーションの創出に活用する経営手法である。つまり、人（ユーザー）
を中心に考える視点で、根本的な課題を発見し、従来の発想やルールにとらわれず、実現
可能な解決策が求められる。柔軟に反復・改善を繰り返しながら生み出す「マーケティン
グ的思考」や「顧客関係管理（ＣＲＭ）的考察」がさらに重要になってくる。今回、複数
の非営利組織の中から、「私立大学」「私立短期大学」に焦点を当てデザイン経営と顧客
戦略を中心に研究したいと考えている。 

1.1 研究背景 

人々の行動が制限された環境の中でＩＴ技術の進化による産業構造の変化など、世界構
造が大きな変化を起こしており、ＶＵＣＡの環境下では世界的な規模で不確実で複雑、不
透明で曖昧な情勢が更に複雑さを増している。 
　営利組織体である企業は組織存続のために資金繰りに奔走し、管理体制を変革し、コロ
ナ禍で共存する「ニューノーマル」に対応した新たなマーケティング戦略の策定、新たな
サービス、新たなパートナーシップ、Ｍ＆Ａ（企業の合併買収）、さらには新たなアイディ
ア、解決策まで求められている。 
　少子化に伴う18歳年齢の減少から、非営利組織体に属する大学は将来の顧客である学生
の減少を見通し、高大連携のみならず、学園間の連携や高校の付属化まで昨今迫られてい
る。 
　学校法人順心女子学園は2007年（平成19年）年広尾学園中学校・高等学校に改称し、更
に女子高校から共学化した。2021年（令和3年）には村田女子高等学校が広尾学園小石川
中学校・高等学校として新体制を迎えた。2023年（令和5年）12月には北里大学などを運
営する学校法人北里研究所と順天中学校・高校を運営する学校法人順天学園が2026（令和
8年4月）の合併に向けた基本合意書を締結した。実際に北里研究所が順天学園を吸収した
ことになり、順天中・高は北里大にとって初の付属校になる。続いて、同月には、芝浦工
業大学と実践女子大学・実践女子学園中学校高等学校が連携協定を締結している。 
　学校法人 実践女子学園と学校法人 芝浦工業大学のプレスリリースでは「教育・研究のみ
ならず正課外での交流や施設利用等、幅広い連携を行っていく。そして、中高・大学間の
協定では、近年の理系ニーズ増加に対応し、高校教育と大学教育の接続と連携に資する探
究活動や出張授業の実施等を行っていきます」と発表されている。 
　非営利組織体に属する私立大学は、18歳年齢の人口が緩やかに下がり続ける中、厳しい
冬の到来を迎えようとしている。近い将来、日本は大学進学希望者全入学の時代に突入す
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ると予想され、さらに大学間で学生の激しい争奪戦が想定される。他方、継続的な定員割
れから学生募集を停止し、閉学を迫られる大学が発生してくる事が想定される。学生募集
に焦点を当てた広告展開や学生募集部の増員だけでは解決するような問題ではない。 

1.2 研究の⽬的 

本研究はこうした状況を踏まえ、非営利組織体に感性マーケティング的発想ならびに顧
客関係管理（ＣＲＭ）的思考を導入し、さらにラグジュアリーブランドの戦略の成功モデ
ルがブランド力に悩む、または知名度を上げたい非営利組織体の参考になりうるものであ
る。 
　世界的なコロナ禍の下、多くの企業や飲食店が倒産や廃業手続きに迫られてきた。一方
で、非営利組織体の中でも大学は学生の獲得方法、情報の発信方法において、デジタル化
を迫られたが、学生募集停止には追い込まれなかった。 
　コロナ明けの2023年以降、円安も加速し、多くのインバウンド（訪日外国人）が来日す
る中で、多くのラグジュアリーブランドが過去最高の売上高を伸ばしている。しかしなが
ら、非営利組織体である私立大学は18歳年齢の減少から学生募集に大きく苦戦している。 
　デフレ不況、さらにはコロナ禍でも成長を大きく加速しているラグジュアリーブランド
の手法を非営利組織体に導入させ、淘汰の時代にも顧客である学生を魅了させ、どのよう
にして魅力ある大学として維持させることができるのか明らかにしたい。 
　そして、このような研究は私立大学で学生募集や退学者に悩む大学にとって一つの示唆
になりえると考えられる。 

2.�先行研究 

非営利組織体とマーケティングの関係性における先行研究として、斉藤通貴による「顧
客満足の視座」から図書館の運営にマーケティング戦略の視点を導入した『図書館のマー
ケティング--顧客満足の視座』（1999）や三宅隆之による『非営利組織(ＮＰＯ)のマーケティ
ング : 私立大学のマーケティング戦略』（2007）では、非営利組織の中でも「図書館」や
「私立大学」における職員のエンパワーメント、関係性のマネジメント、さらにデーターベー
ス・マーケティング、顧客分類と情報提供などの議論を通じて、いかにそれぞれのミッショ
ンを有効かつ 効率的に達成させるかについて議論されている。 
　他方、P.コトラーの『非営利組織のマーケティン戦略』（1991）やP.ドラッガーの『非
営利組織の経営』（2007）など、非営利組織の経営・マーケティングに関する文献が存在
するが、アメリカ国内の非営利組織体と取り上げた事例である。我が国では、三宅隆之に
よる『非営利組織のマーケティング』（2016）では、非営利組織がいかにして受益者・寄
付者にマーケティングをしていくのか、顧客満足の視点から詳しく分析されている。さら
に、島田恒の『非営利組織のマネジメント』（2009）では非営利組織が体系的に何を考
え、そして、どのように行動に移すべきか、幅広い視点で着目をしている。 
　非営利組織経営において、コロナ禍を通じてビッグデータが蓄積されるようになった
が、デジタルトランスフォメーション（Digital Transformation、以下DX）の流れに十分
応えることができない非営利組織体が殆どである。このような中、長年マーケティング、な
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らびに顧客関係管理（ＣＲＭ）に従事してきた実務者が実際に膨大なビッグデータを分析
し、戦略を立案することは中小規模や地方大学で充足率や退学率に苦しむ大学にとって示
唆を与えることができると考える。 

3.�顧客価値のデザインとブランドの構築 

非営利組織体は、社会的使命を達成するために事業ミッションを掲げ、目に見えないも
のを提供している。一方で、営利組織体は私利私欲を確保するために企業ミッションを掲
げ、目に見えるものを提供している。非営利組織体は個人の需要や要望ニーズではなく、社
会的要望、受益者の要望（ニーズ）や欲求（ウォンツ）を見極め、組織の信条であるミッ
ションと一体化させていく事を最重要視しているが、営利組織体は「単なるニーズ奉仕す
るのではなく、欲求（ウォンツ）」を創造している。 
　非営利組織体、営利組織体に共通しているのは、価値提供の場において、その組織体が
成長していくためには、消費者である顧客に認めてもらうための価値創造を継続して提供
して行かなければならないことである［7］。P.ドラッガーは「顧客が進んで支払う価格で
望む（顧客の「支払意向額 」（Willing to Pay: WTP））製品やサービスを提供できなけ
れば、その事業は失敗である」と述べている。さらに、その価値を維持するためには、持
続的な競争優位を確立し、顧客を獲得し続けなければならないとも言及している［17］。
つまり、非営利組織体、営利組織体に関わらず、「顧客価値を創造し提供する能力」と「顧
客を獲得し維持する能力」の2つの能力に依存している［47］。 
　2019年春、新型コロナウィルスが発生し、2022年から始まった円安はウクライナ戦争や
アメリカの金利上昇策などが原因で進行している。このような環境の中、製品やサービス
のコモディティ化が顕著に加速化し、企業が創造する価値の維持、さらには利益の創造ま
でもが困難になってきた。消費者が求める価値が、「モノ」の価値を超えて、「コトの価
値」（経験価値）へとシフトしている。P.ドラッガーはさらに「自らに託された経済的資
源を使って、その富の創造能力を増大させることができなければ、あるいは少なくとも維
持することができなければ、失敗である」と強調している［17］。18歳人口の減少化に限
らず、職業意識の変化や女性の社会進出で四年制人気が高まりを背景に、短大の経営は苦
しく、閉鎖や四年制への組織改編が相次ぐ中、新たな顧客価値を創造させ、ブランド構築
に成功している短大がある。これらの事例を紹介し、検証したいと思う。 
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3.1 ⾮営利組織体の組織ブランディング－Ｔ⼥⼦短期⼤学の事例－ 
近年、18歳人口の減少や四年制大学への進学志向への高まりを受け、非営利組織体の中

でも短期大学は、定員割れや4年制大学への統合が近年加速化されている。 
 このような厳しい状況にもかかわらず、組織体のブランディングに成功している短期大学
がある。Ｔ女子短期大学（以下、Ｔ短大）は顧客である学生を魅了させ、さらなる「ファ
ンの醸成」手段として、ＯＣが挙げられる。 
 Ｔ短大は都内にキャンパスを構える短大であり、120年余りの歴史を有する伝統校であ
る。短期大学の数は1996年の598校を最盛期に下がり続けており、過去27年で短期大学数が
半減しているが。しかしながら、Ｔ短大は2015年以降、9年間、約120％の充足率を維持し
続けている短期大学である。 
 ＯＣは、日本における少子化の予測が行われるようになった1980年代から各大学で実施さ
れるようになり、学生獲得をする上でその影響を無視することができない存在であり、多
くの大学が学生募集の一環として実施している。近年、大学は生徒らにＯＣに参加しても
らい、大学を知ってもらうだけではなく、最終的に入学をしてもらわなければ大学経営に
影響するまで、危機的な意識を持つようになってきている。　 
 このような中、Ｔ短大は、大学のブランディングとしてＯＣを活用している。かつて、こ
の大学は長年に渡り、集客（＝学生募集）に苦戦を強いられていたが、顧客接点であるＯ
Ｃの手法を大きく変化させることで飛躍的に成功させた。 

図1   Ｔ⼥⼦短期⼤学⼊学者推移 
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Ｔ短大のブランディングは大学を体現する顧客、つまり学び舎のヒロインである「顧客
（＝学生）」を全面に押し出すブランド戦略を実施している。学校案内はファッション誌
を想起させるようなデザインが採用され、一冊当たり、200名以上の在学生や卒業生を前面
に出す「人」と「数」を広報として表現している。多くの非営利組織体である女子大学が、
イメージ的な特定の在学生を見せるのに対して、「数」を前面に出し、実績の信憑性を前
面に押し出すことで多くの入学希望者を魅了させている。 
 さらに特徴的なのは、学内でＯＣに向けた特別な組織体を形成している。このＯＣに向け
た特別な組織は、入学後に面接と選考を経て、さらに学生の中から選考し、各学科から1割
ほど（15-20名）しか選考されず、1学年で13％（50名程度）の狭き門である。 
 Ｔ短大がＯＣで大切にしていることは、在学生の参加を促進させること、つまり「大学と
しての総合力を見せること」にある。非営利組織体である私立大学のＯＣの情報発信方法
は複数の大学が数多くの競争が存在するために、常に競合校から追随・模倣される可能性
がある。延岡はコモディティ化が進行するメカニズムにおいて供給側（＝大学のＯＣ）と
需要（＝入学希望者）の間で「差別化シーズの頭打ち」と「顧客ニーズの頭打ち」と言う
表現で表している。このようなメカニズムから、「モノづくり」と同じように競合製品
（＝他大学）とは異なる際立った特徴を自社製品（＝オリジナリティあるＯＣ）に持たせ
る必要がある。つまりＯＣにおける「脱コモディティ化」である。Ｔ短大は「経験価値」
に着目したデザインを本番の授業の発表をＯＣで行い、さらに新たなプロジェクトをアウ
トプットの場として活用している。 
 「経験価値マーケティング」のB.シュミットは顧客の価値の次元は、感覚的・情緒的なも
のから、感性に関わるもので広がりを持つ事になると述べている。つまり、B.シュミット
が提唱する製品やサービスそれ自体から生み出す価値（2年間の学び、短大生活）だけでは
なく、その購買（＝大学での学び）や消費プロセス（＝ＯＣ）において生み出される価値
も含めて、顧客価値を広くとらえる枠組みと言う点では、Ｔ短大の手法は「脱コモディ
ティ化のための切口」手法を採用しており、大きな成功要因と言っても過言ではない。 

@.A ＯＣにおける⾮営利組織体の組織ブランド 

東京商工リサーチによると「新型コロナ」関連の経営破綻（負債1,000万円以上）が234

件判明、全国で累計7,272件（倒産7,066件、弁護士一任・準備中206件）と推移している。
2019年8月にはアメリカ、米高級衣料品店「バーニーズニューヨーク」、2020年3月には米
高級食品店「ディーン＆デルーカ」が米連邦破産法11条（日本の民事再生法に相当）の適
用を米ニューヨークの裁判所に申し立てた。 
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図２ 新型コロナウィルス関連倒産の発⽣累計件数 

, 2023  

文部科学省の学校基本調査によると、女性比率が高い私立短期大学は学生数が2023年
（令和5年）度に8万６６８６人となり、絶頂時であった1993年（平成５年）度の約53万人
から84％減少したことになる。30年間で約６分の１にまで減少しており、少子化だけでな
く、職業意識の変化や女性の社会進出で４年制人気が高まったことが要因と分析されてい
る。 

3.3 ⾮営利組織体がラグジュアリーブランドのブランドイメージから学ぶ意義 

このような中、コロナ禍にも関わらず、圧倒的に売上高を急成長している営利組織体が
高級ブランド世界最大手のモエ・ヘネシー・ルイ・ヴィトン（LVMH Moët Hennessy-Louis 

Vuitton LVMH）である。部門別ではファッション＆レザーグッズ部門が386億ユーロ（約5

兆円）と引き続き売上を牽引。また、同部門の中でも「ルイ・ヴィトン（L O U I S 

VUITTON）」がラグジュアリーブランドで初めて売上高200億ユーロの壁を突破した
［54］。 
 ルイ・ヴィトンがブランドの世界観を伝えるために重要視したものは人材である［20］。
顧客が求めているのは「モノ」を手に入れるだけではなく、製品にまつわる物語や購入す
る行為が魅力の一つである。つまり、モノを手に入れることの「高揚感」、「満足感」な
どの「感性価値」を求めているのであり、このように「感性価値」を提供できる製品や企
業こそが消費を支持している［20］。 
 ファッションブランドのＣＨＡＮＥＬ（シャネル）は日本を熟知したフランス人社長、リ
シャール・コラス（Richard Collasse）社長が日本法人の社長として着任し、周囲の反対や、
前例のないさまざまな挑戦を続けてきた。シャネルは品質にこだわる日本の消費者に合わ
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せ、購入前から購入後に至るまで、顧客の関与度を高めさせることで、製品や製造するブ
ランドに対する愛着度を高めている。そして、日本市場に合わせた日本独自のリテール、
メディア、ブランディングに関する手法を一定量許容し、フランス本国やアメリカまでも日
本の経営手法を模倣するまで存在感を増している［21］。 
 ラグジュアリーブランドのＨＥＲＭＥＳ（エルメス）は「イメージの伝え方」としての広
告は少数のファッション雑誌への掲載、エルメスが発行する定期刊行物、ＨＰ、エルメス
が後援する催し物と限定している。つまり、エルメスは不特定多数の人々に一方的な宣伝
を行わない手法を取り入れている。エルメス銀座店「メゾンエルメス」での販売員の対応
は自然でコミュニケーションを取りやすいのが特徴的である。同店舗の8階にはエルメス財
団の運営するアート・ギャラリー「フォーラム」があり、芸術や技術伝承、 環境問題、教
育などをテーマとしたイベントが展開されている。10階プライベート・シネマ「ル・ステュ
ディオ」では芸術的な環境で映画を鑑賞することができる。 
 これらの環境は、消費者の購買を促すための環境ではなく、むしろ訪問された限定した
人々に対する企業理解を目的とした深遠な広告と捉えることもできる［22］。 

図3 ラグジュアリーブランドと通常ブランドの消費者にむけたブランドイメージの 
伝え⽅⽐較事例 

ラグジュアリーブランドに対して、通常のブランドは一般には販売していないプレミア
ム品（非売品）を提供しブランド・エクイティを高めている［52］。コトラーとケラーは
「消費に対するブランドイメージは理想的には、短期的なセールスのインパクトと同時に
長期的なブランド・エクイティに対する効果を持つ」と述べている［71］。 
 また、サンプリング（消費者に試供品を配布する）が最も高価なではあるが、最も効果的
なコミュニケーション手法であると言われていた［84］。サンプリングによる消費者の直
接経験は強い態度を導く（＝ファンになりやすい）ことができるため、好意的な態度を形
成すると購買行動に現れる可能性が高くなる［84］。 
　Ｔ短大はＯＣに参加する、再訪問（＝リピート訪問）させることで「高揚感」、「満足
感」などの「感性価値」を強く醸成させている。そして、顧客（＝学生）との関与度を高
めることで製品（＝Ｔ短大での学び）や製造するブランド（＝Ｔ短大生活を通してのロイ
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ヤルティ）から愛着度を高めている。つまり、訪問された顧客（＝学生）に対する大学理
解を深化させ、入学し目的としたナーチャリング活動（顧客育成活動）はラグジュアリー
ブランドの「ブランドイメージの伝え方」との共通点がある。これらに加え、プレゼン
テーションや研究発表をＯＣの場所に移行させることで、会場に実際の学校生活や学びを
求めている学生に「感性価値」を提供している。そして、在学定員以上の来校者、保護者
をもてなし「ファンの創造」に大きく貢献している。 
　非営利組織体である「私立大学」がほとんど広告をしなくても、長年培われてきた教育
の伝統、情熱に共感あるいは共鳴するようなブランディングの実現が重要である。つま
り、ラグジュアリーブランドのエルメスに例えるなら、「フランスらしさ」や「エルメス
らしさ」を生かした「高くても売れる製品」、「これでなくては駄目なんだ」という絶対
的非代替で熱烈に支持されるブランディングが必要であるのと同じである。 

図４ LVMH業績推移（単位＝百万€） 

出典：（Bloomberg.comの数値から著者が作成） 
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4.�非営利組織体におけるダイレクトマーケティング的思考の導入と

実践 

近年、インターネットの普及・定着化により、消費者の購買行動は大きく変化してきて
いる。さらに、コロナ禍がもたらした「ニューノーマル」（＝「新しい常態」）の中で営
利組織体である企業では新しい消費体験だけではなく、実用的な価値、社会的価値、快楽
的価値を基にした顧客体験（ＣＸ）を実現化してエンゲージを強化して行く事が更に重要
なポイントである。 

消費財を中心とした多くの企業は、顧客の忠誠心（Loyalty）と収益性を強固にするた
めの顧客関係管理（ＣＲＭ）戦略を取り入れている。購入顧客を理解する事（プロファイ
リング）で、ブランドの忠誠心や購入客単価、さらには各販売ルートの訪問頻度を検証す
ることができ、さらに企業が理想とする消費行動を展開させることまでが実現できるよう
になってきた。 
　営利組織体は顧客情報を獲得するためにさまざまな広告、キャンペーンを通じて多額の
投資を投入し、入手した顧客情報を基にさまざまなアプローチをかける。 
　非営利営利組織体である私立大学では、コロナ禍以前に顧客情報であるＯＣ来場者の顧
客情報の登録を「手間」と捉え、紙面に記載してもらい、職員がデータツールに顧客情報
の再入力を行っていた。実際に顧客管理ツールは存在しつつも、活用事例は限定的（高校
からのＯＣの参加の増減を見るのみ）であった。しかしながら、さまざまなＣＲＭツール
が存在するも実際にそれらを分析し、戦略的にアプローチする職員が限定的なために十分
な活用できていないのが現状である。 
　顧客関係管理（ＣＲＭ）の基本はデータとコミュニケーションは顧客の「直接販売デー
タ」（直接販売するからこそ取得できるデータ）に「コミュニケーション要素」（いつ、
だれに、何を、どのように、どこで）を掛け合わせたものであると言われている［42］。
さらに、費用（＝コスト（製作費＋印刷費＋配送費））と開封と言う二つの軸で分ける
と、費用（コスト）面ではダイレクトメール（以下、ＤＭ）は1通、数十円発生するのに対
し、メールは1-2円で効率よく配信可能である。他方、開封（＝どれだけ「見てくれたか」）
では、ＤＭは見てくれる確率が高い（＝効果的）であるのに対し、メールの開封率は低
い。つまり、５Ｗ１Ｈ（Ｗｈｏ（誰）、Ｗｈｅｎ（いつ）、Ｗｈｅｒｅ（どこ）、　　　
Ｗｈａｔ（何）、Ｗｈｙ（なぜ）、Ｈｏｗ（どのように）の管理・選択・実行の「使い分
け」が大事である［42］。 
　これらを参考に、2024年度（3-8月）のＯＣの来校者、1,880名に文化祭ご案内のＤＭ発
送を試みた（高校3年生（本年の顧客）、高校2年生（来年の顧客））への来場者にＤＭ発
送を試みた。全体で、152名、8％のＤＭ戻りの結果となった。本年度の顧客である高校生
は12％と高い実績を残すことができた。今回はＤＭアプローチを行ったが、次年度以降は
ＣＲＭツールを用いて、「コミュニケーション要素」に重点を置いた顧客設定に重点を置
く必要がある。 
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図５ ＯＣ来場者にＤＭを発送後の戻り率 

J.K ＤＸを活⽤した接触者のナーチャリングの実現 

すでに事例で取り上げたＴ短大でも同様に顧客関係管理（ＣＲＭ）ツールを導入し、顧
客接点である流入経路毎にしっかりサポートしている。さらに情報の最大限の発信ツール
であるホームページにおいてはCMS（コンテンツ・マネジメント・システム＝Webサイト
の専門知識がなくとも更新や新規ページ制作ができるツール）を導入し、アジャイルにコ
ンテンツを更新させている。 
　このように、非営利組織体の現場でも営利組織体である、消費財企業で導入されている
顧客関係管理（ＣＲＭ）の活用した戦略的な顧客アプローチより必要になってくる。そし
て、個々に合わせたサービスを提供する、差異化、統合されたチェンネル（ウェブサイト
や実際の店舗（イベントやＯＣ））のネットワークを通じて顧客育成を行い、組織と顧客
との相互作用を引き起こさせることが今後さらに重要になってくる。 

4.2 ⾮営利組織体における顧客満⾜の促進と反復（リピート）訪問施策の導⼊ 

非営利組織体におけるマーケティングの進め方として、顧客「受益者」満足の創造、サー
ビス資源の調達、さらにはマーケティング成果の評価と言った循環サイクルのステップに
対して、総合的、戦略的、戦術的に進めて行く事が重要である［26］。 
　消費者が購買活動後に購買活動を評価するひとつとして顧客満足（CS）が挙げられる。
消費者が満足すれば、次回も同じブランドを購入するリピート購買が発生し、ブランド・
ロイヤルティが形成される確率が高まる。実際にテレビのような買回り品や旅行など、コ
ンサルティングが必要なサービス業において、顧客満足（CS）が重要になってくる。 
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P.コトラーは顧客満足とは「買い手の期待に対して、製品のパフォーマンスがどれほど
であったのか」と述べている。この説明について、顧客満足で最も有力な「期待一充足理
論」に沿ったものであると述べている［15］。 
　リクルートによる報告書によると、実際にＯＣへの来校回数が1回のみの参加者の出願歩
止まりは低下の傾向にあるが、ＯＣへの参加が2-4回目の場合、来校者の出願歩留まり数・
率が大幅に改善される傾向があると報告されている。これらのデータを参考に、2024年度
の入試向けたＯＣでは反復（リピート）訪問を促す施策として、「2回目以上の来校でシア
トル系コーヒー券プレゼント」の施策を実施した。 告知方法として、ホームページやSNS
（Instagram, LINE）、メールアドレスにより積極的に発信した。 

図６ ＯＣの学年別来校者数推移 

図６はX大学の過去3年の3月～8月までＯＣのユニークビジターの来校者数をまとめた
グラフである。8月までを一つの区切りとした理由として、総合型選抜試験を9月以降に控
える中、7－8月のＯＣに年間のＯＣへの来場者が半数以上を占める事からである。 
　図６を分析すると、昨年2022年は、前年と比較して来校者（ユニークビジター）が-5%
減少したのに対して、本年度、2023年度は-6%と緩やかに減少している中、本年度の顧客
である高校3年生は、-13%減少している。2024年度の入試が前年と比較して、18歳年齢が
全国的に4万人減少していることを鑑みると、X大学は昨年と同等の高校3年生の数字を堅
持していることが理解することができる。さらに本年度は、来年度の顧客である高校2年生
が＋7％が昨年と比較して伸長しており、高校1年生においては＋6％伸長していることがこ
の図から理解する事ができる。 
　X大学は2023年度のＯＣは顧客である学生と支援者である保護者が実際に学生や教員と
の関わり合いを深める、「接点」を深めた。そして、来校させるための動機づけとして、
シアトル系コーヒー券を用意し、リピートさせ、より学生生活や学習領域の理解を丁寧に
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説明し、ＯＣに参加する達成感を提供した。大学をブランドに例えるのなら、ブランド・
ロイヤリティ（Brand loyalty）を強化させることに注力した。対象物（大学）への関与が
高くなることは、その対象物のブランド（大学）への関心や興味が高くなることを意味す
る。消費財に例えるのなら、反復購入行動は繰り返し惰性で消費する行動面を示すのに対
し、ブランド・ロイヤリティは繰り返し購入する理由が存在する［15］。つまり、学生が
好きな雑誌や、音楽を定期的購入する（＝サブスクリプション）ブランド・ロイヤルティ
の情勢に貢献させるのである。 
　実際に学生がＯＣに参加し、実際に体験授業の満足度の調査としてX大学はアンケートを
実施した。体験授業は今後、より専門的に探究する学科を分かりやすく、さらに参加型の
形式を実施した。その結果、3月～8月のアンケート結果を集計すると、図７のように約
43%が満足していることが理解する事ができる。 

 図７ 体験講座アンケート結果（3-8⽉の累計） 

さらに個別学科説明において、図８のアンケート結果では、体験授業同様に6割の学生
から満足の回答を頂いた。しかしながら、4割の生徒は十分な満足や感動が与えられていな
い。 
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図８ 個別学科説明アンケート結果（３－８⽉の累計） 

この2つのアンケート結果から、さらに顧客である学生に大学で学ぶ感動や、満足感を
さらに高めるために「情緒的ベネフィット」や「経験価値」の関係性を高めるようなアプ
ローチが必要である。そして、「従来とは異なる学び」や「経験」を顧客である学生の心
理や感性に訴えかけ、ＯＣに対する認識を根底から覆すような顧客価値を提案する事が、
ニューノーマル（New Normal）下でより求められる。 

5.�非営利組織体における顧客体験と顧客価値の実現に向けて 

今日、営利組織体である企業だけではなく、非営利組織体も「ニューノーマル」（＝「新
しい常態」）の環境において、新たな顧客体験、消費体験などの価値提案が求められてい
る。 
　Tavsan and Erdem (2018)によると、「製品」や「サービス」がコモディティ化し、差別化
が困難になってきている傍ら、「ライフスタイル」や「趣味」、「嗜好」、さらにはネッ
ト上の位置や行動情報、オンライン上での購入履歴など個人情報の取得から、潜在顧客を
より正確に認識するようになった。つまり、顧客の消費行動や購入予測するような「製
品」や「サービス」を容易に提案しやすくなり、従来の「関係性の時代」から「顧客体験
の時代」へと変貌してきている。「人々が本当に望んでいるのは製品ではなく、満足のい
く体験である」にもかかわらず、「製品そのものに目を取られ、自分たちがどんな価値や
サービスを提供しているかを見ない」のは誤りである［49］。　 
　営利組織、非営利組織に関わらず、顧客である消費者は「時間をかけて一連の思い出に
残るイベント」体験を購入するのであり［2］、その性質や形態に関係なくすべてのサービ
ス交換が顧客の体験につながる［81］。 
　コロナ禍がもたらした「ニューノーマル」（＝「新しい常態」）の中で営利組織体であ
る企業では新しい消費体験だけではなく、実用的な価値、社会的価値、快楽的価値を基に
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した顧客体験（ＣＸ）を実現化してエンゲージを強化して行く事が更に重要なポイントで
ある。 

5.1 顧客（＝学⽣）/学校との関係にデザインマネジメント思考を導⼊する 

4年間の学びを「教育のサブスク」に言い換えるのであるなら、高大連携による出張授
業は、女子大学から提供される教育に料金は発生しないものの、大学教育入学前の「無料
お試し期間」に置き換えることができる。生徒らが受講した「無料お試し期間」に提供さ
れる商品やサービス（＝先進的な研究や教育の提供）を経て、本契約に至る（大学に入学
し、本格的に学ぶ）のと同様の流れである。さらに、重要なポイントとして、サブスクか
ら提供される「提供価値の設計」（＝どのようなキャンパスライフが過ごせるのか/将来の
自分のイメージ像）として挙げられる。つまり、商品を販売（＝教育サービス提供）する
のではなく、その商品（先進的な研究や学びの体験）を通じて提供される「価値」に時間
を費やすモデルであり、高等学校の出張模擬授業やＯＣの模擬講義を受講して、「どのよ
うに豊かな経験を蓄えることができるのか」、「どのような学生生活を得られるのか」、
が感じられるのかが重要である。　 
　このような中、昨年（2023年度の入試）結果から、X大学はＯＣに「経験価値」と言う
概念を基盤とした「従来のマーケティングでは説明がつかない、逆を行くような、体験型
のアプローチ」や「大学での研究や学生生活だけではない、顧客との出会いのデザイン」
を学生募集活動やＯＣで試みた。 
　最初に、ＯＣで実際の大学の学びを実感する事ができる授業、「体験型/参加型の講義」
を各学科で展開した。さまざまな課題解決や参加グループの中で積極的にディスカッショ
ンを行い、対面型の体験講義から、今までとは異なる学びの世界の全体の空間や雰囲気を
提供する事で顧客である学生の心理や感性に訴え、従来の大学の講義の体験を根底から覆
す、顧客価値を生み出すことに専念した。　　　 
　そして、Ａ女子高等学校への学校説明会において、出身校の在学生による大学生活の特
別セミナーを実施した。Ｘ大学は埼玉県にある４年制大学で３学部９学科を有する中規模
大学である。 
　Ｘ大学にはＡ女子高等学校の在学生が一定数、各学科に在学しており、同じ学び舎から
進学した卒業生が実際にどのような分野で研究をしており、さらにどのように「資格を取
得」し、どのような就職先で活躍しているのかなど、「顧客のリアルな声」を提供した。 
　さらに、Ｘ大学には学生募集部といった、各高校にコンシェルジュサービスのようなき
め細やかな営業人材を配置させ、「進路指導担当教員」だけではなく、Ｘ大学在学生が所
属をしていた「部活の顧問」まできめ細やかなコミュニケーションやサポートを実施し
た。「大学の教育」や「学生生活」が顧客である学生に伝わらなければ、十分な魅力を伝
えることができなく、「大学」と「学生」の接点、触れ合う部分（インターフェース）が
重要なためである。 
　以上の点を集中的に、2023年の春から夏までに継続的に実施した結果、図９のように学
生が実際に大学を体験する場であるＯＣへの来校者数（ユニークビジター）が飛躍的に改
善する事に成功した。 
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図９  A⼥⼦⾼等学校からＸ⼤学へのOC来校者推移 

さらに、2024年度にＸ大学への出願を希望する生徒は、ＯＣにも積極的に複数回参加
（リピート）する事により、図９のように総合型選抜試験や推薦試験に応募する生徒が大
幅に回復させることに成功している。 

しかしながら、サブスクビジネスの中で最も重要とされるKPI（重要業績評価指数）と
して解約率（＝退学率）であり、さらに既存顧客である在学生から得られる収入の増加率
（＝充足率）、最終目標としてＬＴＶ（顧客（＝学生生涯価値））に注目することは非営
利組織におけるマーケティング的な視点として重要なポイントである。 

図１０ Ａ⼥⼦⾼等学校からＸ⼤学への受験推移 

=@

30 24

629
6 

8
1

0

20

40

60

80

2021 2022 2023

⾼3 ⾼2 ⾼１

6 5 7
15

10
3 7

11 10
12

5

4

3

14

9
4

3 1

1

1

0
5
10
15
20
25
30

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

推薦 総合 ⼀般他



Direct Marketing Review vol.34

6.�おわりに

本研究では非営利組織体に属する私立大学、短期大学に焦点を当て分析を行った。
18歳年齢人口が大きく減少する中、世界を震撼させたコロナ禍が終焉を迎え、ニュー

ノーマル（新たな生活様式）と呼ばれる今日の環境下では、非営利組織体である私立大
学、短期大学は営利組織体と同様に戦略的なパートナーシップの模索、更には新たなアイ
ディアや戦略が求められている。
　かつて非営利組織体である私立大学、短期大学には1992年（平成4年）時点で学生が
200万人在籍し、大学・短大から学生に積極的なアプローチをせずとも集客（＝学生募
集）を行うことができた。しかしながら、2023年（令和5年）には18歳年齢が約半数の
110万人まで減少する傍ら、30年の間にデジタル化が加速し、対象となる顧客（＝学生）
もＺ世代と呼ばれる世代に変化して存在している。このような中、18歳年齢が減少してい
るにもかかわらず、大学の数は増加し続けている。新規の大学増加する中、既存の大学、
短大は募集定員を満たすことができず募集停止にまで追い込まれる大学も存在している。 
　営利組織体では顧客情報の獲得のために多額の予算を投資し、大規模なキャンペーン実
施するのに対し、非営利組織体である大学、短大は最小限の予算を投入し、ＯＣを開催す
ることでより多くの顧客情報を獲得することができる。このように18歳年齢の減少化に伴
う厳しい状況下であるからこそ、非営利組織体である大学・短大は新規顧客の獲得（ＯＣ
への初来校、顧客情報の獲得）だけではなく、既存客のリピート、維持が益々重要になっ
てくる。 
　顧客ニーズが多様化する中、大学の情報発信の多角化が進み、非営利組織体である大
学・短大は将来の顧客である学生の情報を手に入れられるようになった。 
　このような環境で、非営利組織体である大学・短大はより多くの顧客に大学を理解し、
熱烈なファンを醸成させるには顧客である個々の学生が求めるものにきめの細かく対応し
た顧客関係管理（ＣＲＭ）ツールを駆使した関係性の構築が益々重要になってくる。 
　実際に、Ｔ短大は短大と言う学びの組織体自体が逆境に立たされているにもかかわら
ず、多くの消費財メーカーが実施しているマーケティング的手法を積極的に取り入れ、大学
を知る上で重要な見せ場であるＯＣを劇場化させ、顧客である志願者を魅了させている。 
ラグジュアリーブランドの店舗マネジメントをＯＣに例えるなら、顧客である学生、保

護者に感動を与え、顧客の満足感を高めているのである。 
　今後、顧客が求める価値が、「学び（＝モノ）」の価値を超えて、「実際に疑似体験を
する（＝コトの価値）」（経験価値）にシフトさえ、ラグジュアリーブランドが行ってい
る「高揚感」、「満足感」などの「感性価値」を醸成させることが、今後さらに氷河期を
迎える非営利組織体の大学経営において重要なポイントである。これらの課題への考察は
他日に期待したいと思う。 
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